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　１　沖縄県北部医療組合の　

　　 概要等について  



公立沖縄北部医療センター整備に係る主な経緯等について 

 

１　公立沖縄北部医療センター整備に係る経緯 

     平成29年３月24日  北部地域における基幹病院の整備を求める北部12市町村住民
  総決起大会

  

    　　　　　　27日  北部地域基幹病院整備推進会議から沖縄県知事に対して北部
 地域における基幹病院の整備を求める要請（11万筆を超える

  署名）

  

     令和２年７月28日  沖縄県及び北部12市町村により
   北部基幹病院の基本的枠組みに関する基本合意が成立

  

         ３年３月25日  沖縄県による公立沖縄北部医療センター基本構想の策定
  → 公立沖縄北部医療センターの整備及び運営等に関する方針の大枠を策定 

  

         ４年３月25日  沖縄県による公立沖縄北部医療センター整備基本計画の策定
  → 公立沖縄北部医療センターの部門別整備計画や施設基本計画を策定 

  

        　　９月１日  沖縄県による公立沖縄北部医療センター建設工事基本設計の
  開始

  

         ５年４月１日  沖縄県及び北部12市町村により沖縄県北部医療組合が設立
  

            ６月30日  沖縄県による公立沖縄北部医療センター建設工事基本設計が
  完了

 → 公立沖縄北部医療センターの建築計画（平面計画・断面計画）や電気・機械

設備計画等を策定

 

２　北部地域における医療提供体制の現状と課題 

　　北部地域は、本島で唯一となる過疎地域や２箇所の無医地区及び４箇所の準無医

地区、離島３村を抱えるとともに、慢性的な医師不足に起因する診療制限、診療休

止及び入院患者の圏域外流出が20％を超えるなど、定住条件の柱となる医療提供体

 制に依然として課題を有している。

　　慢性的な医師不足を抜本的に解決し、地域完結型の医療提供体制を実現するため

には、医師が集まる魅力ある病院づくりが重要であり、医師の分散を防ぎ、経営の

好循環による積極的な設備投資や研修体制の充実を図るためには、県立北部病院と

北部地区医師会病院を統合し、北部地区における基幹病院としての公立沖縄北部医

療センターを整備する必要がある。
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３　今後の取組（予定） 

 

     令和５年10月  沖縄県北部医療組合による公立沖縄北部医療センター建設工
  　　　　　　 事実施設計の開始

  

        ６年11月  沖縄県北部医療組合による公立沖縄北部医療センター建設工
  　　　　　　 事実施設計が完了

  → 公立沖縄北部医療センターの施設及び設備の設計が完了 

  

      ～７年３月  沖縄県、北部12市町村及び北部地区医師会による北部医療財
  　　　　　　 団設立に係る準備

  → 公立沖縄北部医療センター整備協議会における財団法人部会にて対応 

  

        ７年４月  沖縄県北部医療組合による公立沖縄北部医療センター建設工
              事の開始

    沖縄県、北部12市町村及び北部地区医師会により一般財団法
  人北部医療財団を設立

  

     　～９年度  沖縄県北部医療組合による公立沖縄北部医療センター建設工
              事が完了

   

  　　  沖縄県北部医療組合議会において、公立沖縄北部医療センタ
  ーの指定管理者に一般財団法人北部医療財団を指定する議決

  

         10年度  公立沖縄北部医療センター開院

  → 指定管理者：一般財団法人北部医療財団 
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沖縄県北部医療組合規約

第１章 総則

（組合の名称）

第１条 この組合は、沖縄県北部医療組合（以下「組合」という。）という。

（組合を組織する地方公共団体）

第２条 組合は、沖縄県、名護市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、恩納

村、宜野座村、金武町、伊江村、伊平屋村及び伊是名村（以下「関係地方公共団体」と

いう。）をもって組織する。

（組合の共同処理する事務）

第３条 組合は、次に掲げる事務を共同処理する。

⑴ 公立沖縄北部医療センター（以下「北部医療センター」という。）の建設整備及び

管理運営に関すること。

⑵ 北部医療センター附属診療所（以下「附属診療所」という。）の建設整備及び管理

運営に関すること。

⑶ 北部医療センター及び附属診療所における医療従事者の確保に関すること。

（組合の事務所の位置）

第４条 組合の事務所は、名護市に置く。

第２章 組合の議会

（組合の議会の組織及び議員の選挙の方法）

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は、17人とし、次に掲げ

る者をもってこれに充てる。

⑴ 沖縄県議会議員のうちから沖縄県議会において選挙された者 ４人

⑵ 名護市議会議員のうちから名護市議会において選挙された者 ２人

⑶ 沖縄県及び名護市を除く関係地方公共団体の議会議員のうちから、それぞれの議会

において１人ずつ選挙された者 11人

２ 関係地方公共団体の議会の議長は、前項の選挙が終わったときには、直ちにその結果

を管理者に通知しなければならない。

（組合議員の任期等）
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第６条 組合議員の任期は、関係地方公共団体の議員としての任期とする。

２ 組合議員が関係地方公共団体の議会の議員でなくなったときは、組合議員の職を失

う。

３ 組合議員に欠員を生じたときは、関係地方公共団体の議会において速やかに補欠選挙

を行う。

４ 前条第２項の規定は、前項の補欠選挙について準用する。

（議長及び副議長）

第７条 組合の議会に議長及び副議長を置く。

２ 議長及び副議長は、組合議員のうちから組合の議会で選挙する。

第３章 組合の執行機関

（管理者及び副管理者）

第８条 組合に、管理者１人及び副管理者２人を置く。

２ 管理者は、沖縄県知事をもって充てる。

３ 副管理者は、沖縄県副知事及び名護市長をもって充てる。

４ 管理者の任期は、沖縄県知事としての任期とし、副管理者の任期は、それぞれ沖縄県

副知事又は名護市長としての任期とする。ただし、沖縄県知事の職を失ったとき、又は

沖縄県副知事若しくは名護市長の職を失ったときは、管理者又は副管理者の職を失う。

（副管理者の職務）

第９条 副管理者は、管理者を補佐し、管理者に事故があるとき、又は管理者が欠けたと

きは、その職務を代行する。

（会計管理者）

第10条 組合に会計管理者１人を置く。

２ 会計管理者は、組合の職員のうちから、管理者が命ずる。

（職員）

第11条 前条に定める者のほか、組合に職員を置き、その定数は条例で定める。

２ 前項の職員は、管理者が任免する。

（監査委員）

第12条 組合に監査委員２人を置く。

２ 監査委員は、管理者が組合の議会の同意を得て、組合議員のうちから１人及び識見を

有する者のうちから１人を選任する。

14



３ 監査委員の任期は、組合議員のうちから選任される者にあっては組合議員としての任

期とし、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４年とする。

４ 組合議員のうちから選任された監査委員が組合議員の職を失ったときは、監査委員の

職を失う。

第４章 組合の経費

（経費の支弁方法）

第13条 組合の経費は、組合の事業から生ずる収入、補助金、地方債、関係地方公共団体

からの負担金その他の収入をもって充てる。

２ 前項の負担金は次の各号のとおり定めるものとする。

⑴ 北部医療センターの整備費用に係る借入金の償還に対する支援に要する経費は、県

が負担する。

⑵ 関係地方公共団体は、北部医療センター及び附属診療所の運営に要する経費に充て

るため、当該経費について措置される地方交付税の相当額を負担する。ただし、当該

相当額で不足する場合は、不足額は県が負担するものとする。

３ 前項の負担金の額は、組合が関係地方公共団体と協議して定める。

第５章 雑則

第14条 法令及びこの規約に定めるもののほか、組合の管理運営について必要な事項は、

別に定める。

附 則

この規約は、令和５年４月１日から施行する。
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